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研究成果の概要（和文）：本研究は、東アジアで形成されている国際的生産・流通ネットワークの形成メカニズ
ムを解明し、その国内経済に対する詳細な影響を明らかにすることを目的とする。本研究では、国際的生産・流
通ネットワークの中核をなす多国籍企業の国際的な生産拠点の再配置・生産工程移管の要因を解明するため、日
系多国籍企業のデータを整備し、多国籍企業の海外立地要因や販売・調達パターンの変化の動向を分析した。ま
た、多国籍企業の海外展開の拡大が、進出先の地場企業にどのような影響をもたらすのか、また、自国の当該企
業の国内雇用にどのような影響を持つのかを分析した。

研究成果の概要（英文）：The aim of this project is to investigate how international production and 
distribution networks have been developed in East Asia and to examine the impacts of such networks 
on the economy. In particular, we focus on the activities of multinational enterprises (MNEs), which
 have played a central role in the formation of international production networks. Specifically, we 
study their location choice abroad and how they change their sales and procurement patterns. The 
impacts of their entry on the productivity of local firms are also explored.

研究分野：国際経済学
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１．研究開始当初の背景 
 東アジアでは 1990 年代より、日本企業を
はじめとする多国籍企業によって、精緻な国
際的生産・流通ネットワークが形成されてい
る。国際的生産ネットワークは、国際的フラ
グメンテーションや国際的工程間分業と呼
ばれ、そのメカニズムは先行研究により、広
義の国家間貿易コストの低下、および国家間
における賃金格差等立地優位格差の重要性
が、理論的にも実証的にも明らかにされてい
る。2000 年代以降、企業レベルのデータを用
いた研究が国際貿易論で主流になったこと
もあり、近年では、企業レベルでこうした国
際的生産ネットワークの分析が進んでいる。
とくに、本ネットワークの形成において多国
籍企業が重要な役割を果たしていることも
あり、直接投資の文脈で研究が進んでいる。
しかし、これまでの研究では、どのような企
業が多国籍化し国際的生産ネットワークを
形成・深化させるのか、各国内経済への影響
は企業によってどのように異なるのかとい
った点については十分に明らかにされてこ
なかった。とりわけ、近年増加している複数
の海外生産拠点をもつ多国籍企業がどのよ
うに生産拠点を拡張させていくのか、また、
その国内への影響は国内拠点の地域によっ
て異なるのか、といった点に関心が集まって
いる。こうした背景を理解することは、今後
のアジア経済、産業空洞化、地域振興・地域
間格差といった問題を同時に考える上でま
すます重要となるものと考えられる。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、東アジアで形成されてい
る国際的生産・流通ネットワークが、どのよ
うなメカニズムで形成されてきたかを解明
し、その国内経済に対する詳細な影響を明ら
かにすることにある。これまでの研究におい
ては多国籍企業の役割の重要性が指摘され
てきたが、どのような企業が多国籍化し国際
的生産ネットワークを形成・深化させるのか、
国内経済への影響は企業によって異なるの
かといった点については明らかでなかった。
本研究では、企業の異質性に注目しながら、
国際的フラグメンテーションに関する分析
をさらに深化させ、１）多国籍企業の国際的
な生産拠点の再配置・生産工程移管の要因の
解明、２）当該企業の国内立地、国内雇用に
ついて、その影響を分析した。 
 
３．研究の方法 
本研究では次の手順で分析を進めた。 
 
（１）国際的生産・流通ネットワークの深化
の状況把握のため、まず、貿易統計および国
際産業連関表を用いて、中間財貿易の動向、
貿易コストの変化、貿易取引における付加価
値発生の地理的分布を確認した。 
 
（２）多国籍企業の国際的な生産拠点の再配

置・生産工程移管の要因を解明するため、日
系多国籍企業の海外現地法人のデータを整
備した。これらを用いて、多国籍企業の海外
立地要因や販売・調達パターンの変化の動向
を分析した。また、市場への参入コストが変
化したときに、多国籍企業の立地数や現地法
人の売上がどのように変化するかについて、
企業の異質性を考慮しながら分析を行った。 
 
（３）多国籍企業の海外展開の拡大が、進出
先の地場企業にどのような影響をもたらす
のか、また、自国の当該企業の国内雇用にど
のような影響を持つのかを分析した。具体的
には、前者についてはインドネシアの企業デ
ータによるパネルデータと、後者については
日系多国籍企業の日本国内の企業データと
海外現地法人のデータを接続したパネルデ
ータを作成した。 
 
４．研究成果 
本研究で得られた成果は以下のようなもの
である。 
 
（１）細分類の国際貿易データを用い、東ア
ジアにおいて機械産業の国際生産ネットワ
ークを主導する日中韓の位置付けが 2007 年
と 2013年の間にどのように変化したのかを、
貿易の外延的拡大の概念を用いて詳細に分
析した。中国が貿易額でもネットワークの拡
大・深化という意味でも強大な存在となって
いること、韓国が中国依存を極端に強めてい
ること、日本のプレゼンスが相対的に収縮し
ていることが示された。ただし、中国企業自
身が機械産業の国際的生産ネットワークを
展開しているわけではないことに注意する
必要がある。（雑誌論文⑦） 
 
（２）アジア国際産業連関表より付加価値貿
易額を計測し、1990 年から 2005 年までのい
わゆる「アジア工場」における付加価値の地
理的分布を明らかにした。第一に自国の生産
額における外国で生み出された付加価値額
は同期間の間に上昇していること、第二に中
国は他のアジア諸国にとっての主要な付加
価値提供国であるということ、第三に生産額
に占める付加価値額の比率が生産工程の上
流及び下流において高くなってきていると
いう「スマイルカーブ現象」を確認した。（雑
誌論文⑧） 
 
（３）日本・中国地域間産業連関表を用いて、
国際間取引コストおよび国内の取引コスト
を計測した。先行研究では企業集積の効果が
コントロールされていないために国際取引
コストよりも国内取引コストのほうが高い
ことが示されているが、本研究では集積効果
が相対的に弱いと考えられる完成品の取引
に焦点を当てて、両取引コストの計測を行っ
た。その結果、国際的取引コストのほうが国
内取引コストよりも高いことがわかった。ま



た、中国の WTO 加盟は、日中間の国際取引コ
ストを低下させたが、国内取引コストには影
響を与えていないことが示された。（雑誌論
文⑥） 
 
（４）海外直接投資の特徴を整理するために
「販売＝調達ボックスダイアグラム」という
新たなツールを開発し、これまでの先行研究
で示されてきた海外直接投資を類型化した。
またネットワークＦＤＩという概念を提示
し、最近のネットワーク化傾向を確認した。
第三国との輸出入が非常に重要になってき
ていることを明らかにした。（雑誌論文⑫） 
 
（５）新たに利用可能となった企業間取引関
係のデータを用いて、1995〜2007 年の日系企
業による対中国直接投資の立地決定に対す
る集積効果の計測を試みた。条件付きおよび
混合ロジットの推計結果から、直接（第一次）
取引企業による集積は、追随する取引企業の
海外直接投資の立地を誘引する効果が大き
いこと、ただし、その効果は二次および三次
の取引企業の集積にはみられないことが、明
らかとなった。（雑誌論文⑬）  
 
（６）日系多国籍企業のデータを再現できる
企業異質性の構造モデルに基づき、投資手続
き日数の削減に対して多国籍企業がどのよ
うに反応するのかについて、企業レベルのシ
ミュレーションを行った。分析の結果、投資
手続きの政策改革は途上国における多国籍
企業の進出数と売上を大きく増やす効果が
あること、特に進出数が著しく伸びているこ
とが分かった。また、投資コストの削減によ
って生産性の高い企業が多くの海外市場に
進出できるようになる一方で、すでに多数の
市場に進出している生産性のもっとも高い
企業は強い反応を示さなかった。各企業の売
上に対する影響は、企業の生産性によって明
確に違う傾向は見られなかった。（雑誌論文
⑨） 
 
（７）日本の多国籍企業に注目し、海外雇用
と国内雇用の代替関係を分析した。その結果、
日本の多国籍企業の海外雇用と国内雇用に
は代替関係が存在しているがその程度は非
常に小さいこと、日本の多国籍企業の国内雇
用に大きな負の影響を及ぼしているのは国
内の資本財価格の下落であることが明らか
となった。これらの結果は、国内の雇用の減
少の主因が、海外と国内の労働の代替関係で
はなく、国内の資本と労働の代替関係にある
ことを示唆するものである。（雑誌論文⑩） 
 
（８）発展途上国は、多国籍企業の参入によ
って(i)非効率的な地場企業の淘汰や(ii)国
際競争力を持つ企業の育成が進むことを期
待し、直接投資の誘致を積極的に進めている。
本研究では、インドネシアを事例に両者の効
果を定量的に比較した結果、地域の生産性は

スピルオーバー効果よりも非効率的な地場
企業の淘汰によって大きく改善することが
示された。直接投資の誘致による経済的便益
の実現には、地場企業の参入・退出を促すこ
とが有効であることがわかった。（雑誌論文
②） 
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